
 

 

 

 
 

② 認知症 

ア 施策の現状・課題 

認知症の出現率は、加齢に伴って高まることから、平均寿命の延伸に伴 
い増加し、認知症高齢者数は令和７年の約３５万人から令和２２年には約 
４７万人に増加すると見込まれています。また、８５歳以上では約半数以 
上に認知症の症状が見られるとの研究報告もあり、誰もがなりうるもので、 
介護者等として認知症にかかわる可能性があるなど、身近な病気であると 
言えます。 
そのため、認知症については、単に認知症の人やその家族への支援だけ 

ではなく、長寿社会に対する県民自身の意識向上や、認知症予防に向けた 
日々の取組等、超高齢社会における総合的な対策が必要となります。 
また、認知症の初期の段階から終末期に至るまで、疾患の進行とともに 

大きく変化する症状やケアのニーズに応じて、医療と介護が連携した適切 
な相談支援とケアマネジメントが連続的に行われることが重要です。 

 
図表5-1-2-5-2-1 認知症高齢者の将来推計（千葉県） 

 
※ 令和2年の人口は千葉県年齢別・町丁字別人口（令和2年度）による実績値により作成。 
※ 令和7年以降の人口は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(2023年
12月推計)」による推計値) 
 
 「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成26年度（2014年度）厚生

労働省科学研究費補助金特別研究事業 九州大学 二宮教授）による認知症有病率（「認知症施策推

進総合戦略（新オレンジプラン）厚生労働省老健局平成27年（2015年）1月より」）に本県の高

齢者数を乗じて推計。 
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〔共生社会の実現を推進するための認知症基本法〕 
          ２０２３年（令和５年）６月、共生社会の実現を推進するための認知症基 

本法が成立し、２０２４年（令和６年）１月１日にこれが施行されました。 
我が国における急速な高齢化の進展に伴い、認知症の人が増加している現状 
に鑑み、認知症の人が尊厳を維持しつつ希望を持って暮らすことができるよ 
う、認知症施策を総合的かつ計画的に推進することを目的としています。 

      認知症施策の基本理念や、国・地方公共団体等の責務、認知症施策を推進 

するための計画の策定、基本的施策、認知症施策推進本部の設置などについ 

て明記され、共生社会の実現の推進という目的に向け、基本理念等に基づき 

認知症施策の取組を国・地方公共団体が一丸となって行っていきます。 

 
〔早期発見・早期対応等〕 

正常と認知症の中間に当たる状態であるＭＣＩ（Mild Cognitive 
Impairment：軽度認知障害*）は、認知機能（記憶、遂行機能、注意、言

語、視空間認知）に低下が生じてはいますが、日常生活は自立している状

態です。 
ＭＣＩに気付き、対策を行うことで認知機能の改善や症状の進行を抑制 

できる可能性があります。 

現状では、認知症になることを完全に防ぐことは困難ですが、原因疾患 
によっては、介護予防にもつながる生活習慣病の治療、食生活の見直し、 
定期的な運動や趣味活動による脳の活性化を図ることなどで、認知症の予 
防、発症や進行を遅らせることも期待されており、県民一人一人の生活習 
慣の改善や健康づくり等の取組をいかに持続させるかが重要です。 
認知症は、早期に発見し、生活環境の調整や介護の工夫等、適切な対応 

をすることによって、何かを探したり、居心地が悪いなどの原因で歩き回 
ることや、不安や混乱から落ち着かなくなる等の症状（行動・心理症状 
（ＢＰＳＤ）*）を抑え、認知症になってもその人らしく生きることができ 
ると言われています。 
また、新たな治療薬の登場についても関心が高まっています。 
認知症の初期症状は、注意深く観察しないと加齢による症状と見分けが 

つきにくいものであるとともに、認知症の人やその家族が受診をちゅうち 
ょしたり、症状を明かさないことにより、発見と対応が遅れることがあり 
ます。 
認知症の人やその家族が認知症を疑ったとき、まずどこに相談すればよ 

いか、どこの医療機関を受診すればよいかという情報を、誰でも容易に得 
られるようにすることが求められています。 

 
〔若年性認知症〕 

若年性認知症は、６５歳未満での発症により、就労や生活費等の経済的、 
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精神的負担が大きい一方で、社会的理解が乏しく支援体制も十分に整ってい 
ない現状にあることから、若年性認知症に対する社会的理解を深め、若年性 
認知症の人やその家族に対する支援体制を整える必要があります。 
さらに、若年性認知症の人や親等の介護が重なり、その家族が複数介護に 

なったり、子育て等が重なる可能性があることから、様々な分野にわたる支 
援を総合的に講じていく必要があります。 

 

〔入退院時からの地域生活への支援〕 

身体合併症を伴う認知症の人が医療機関に入院する際、入院生活に慣れる 
までに時間がかかることや、患者が入院の必要性を理解できないことなどに 
より、入院治療が困難になる場合があり、受診・入院治療の受入れや、症状 
に即した治療や看護を行うため、認知症に関する正しい知識に基づく対応が 
できる人材の育成支援が必要となります。 
極めて重篤な行動・心理症状（ＢＰＳＤ）により、一時的に精神科での対 

応が必要となる場合がありますが、精神科で対応すべきＢＰＳＤは、３か月 
程度で軽快することが多いといわれることから、入院にあたっては入院目的 
を明確にするとともに、入院時から在宅復帰を念頭において退院後の受入先 
の確保や家族との調整等を行うことが重要です。 
また、認知症の進行に伴い、治療とともに介護が中心となることを考える 

と、地域の中核的な病院の支援体制の下で、医療機関や介護施設、訪問看護 
ステーション、居宅介護サービス事業所等、多様な地域資源が連携し、役割 
分担をしながら、地域での生活を支える仕組みが求められています。 

 

〔認知症の進行と看取り支援〕 

認知症対策は、認知症の人やその家族の視点に立ち、各関係機関が連携し 
て取り組んでいくことが必要です。 
認知症が進行すると、身体状況や自分の思い等を周囲にうまく伝えられな 

くなることがあります。そのため、認知症が進行する前に、早期に身体や口 
腔機能等を確認し、必要に応じた治療や補聴器等の補助器具・義歯等を作成 
するほか、終末期の過ごし方を家族や身近な人と話し合っておくこと等が重 
要になります。 
終末期における看取り支援では、尊厳を保ちながら最期まで自分らしく生 

きられるよう、認知症の人やその家族の意思を尊重する必要があります。判 
断能力の回復が見込めない状況になっても患者の価値観を尊重し、希望する 
人生の最終段階における医療や介護等を受けることができるように、自らの 
意思を表明できない状況になる前に、延命を目的とした医療処置の希望につ 
いて、かかりつけ医や家族など身近な人と十分に話し合っておくことが必要 
です。 
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イ 循環型地域医療連携システムの構築 

認知症の循環型地域医療連携システムは、県民が、認知症になっても住 
み慣れた地域で安心して生活し続けられるよう、在宅生活を維持するため 
の医療機関、鑑別診断*や専門医療相談ができる医療機関、行動・心理症状 
（ＢＰＳＤ）が悪化した場合や身体疾患のある認知症患者の入院対応がで 
きる医療機関等の各機関に加え、地域包括支援センター*や介護サービス事 
業所等の総合的な連携により構築します。また、行政等による認知症に関 
する正しい知識の普及・啓発といった日常生活支援対策も含まれます。 
かかりつけ医は、認知症の可能性について判断するとともに、認知症疾 

患医療センター*等の専門医療機関による鑑別診断とその治療計画等に基づ 
き、地域包括支援センターや介護支援専門員等と連携して日常の診療を行 
います。また、ＢＰＳＤや身体疾患により、認知症の人が入院した場合、 
在宅復帰に向けた退院支援に協力し、退院後は、専門医や地域の介護サー 
ビス事業所等と連携を取りながら引き続き療養支援を行います。 
認知症サポート医*は、かかりつけ医に対して認知症治療に関する助言を

行うとともに、専門医療機関や地域包括支援センター等との連携の推進役

となります。 
認知症疾患医療センターは、かかりつけ医等から紹介・相談を受けて、 

認知症の鑑別診断や専門医療相談を行うとともに、ＢＰＳＤや身体合併症 
に対する急性期治療を実施するほか、地域の認知症に関する医療提供体制 

の中核として、保健・医療・介護関係者との連携を図り、認知症の保健医 
療水準の向上を図ります。 
訪問診療を行う医療機関は、通院が困難な人や、病気の認識がなく医療 

機関への受診を拒む人の自宅へ出向き、日常生活を踏まえた診療を行いま 
す。 
市町村が設置する認知症初期集中支援チーム*は、複数の専門職が認知症 

と思われる人、または、認知症の人及びその家族を訪問し、観察・評価を 

行った上で、家族支援等の初期支援を包括的・集中的に行い、自立した生 

活のサポートを行います。 
ＢＰＳＤや、認知症の人の身体疾患が悪化した場合、一時的に入院治療 

を行う入院医療機関は、かかりつけ医等の地域の医療機関や認知症疾患医 
療センター、訪問看護事業所、地域包括支援センター、介護サービス事業 
所等との連携を図り、できる限り短い期間での退院を目指します。 
地域における認知症支援体制の構築を推進するため、「認知症地域支援 

推進員」や「千葉県認知症コーディネーター」が中心となり、認知症施策 

の要役として、地域の実情や課題に応じた活動が行われるよう支援します。 
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千葉県認知症コーディネーター*は、国により市町村に必置とされている 
「認知症地域支援推進員*」として活動することができます。 
認知症支援に携わる様々な専門職が、支援に必要な情報を共有しながら、

必要に応じて助言依頼・意見交換なども行うことができるよう、県内全域

で利用可能なツールとして作成した「千葉県オレンジ連携シート*」を普及

させ、地域の保健医療・介護関係者の連携を図ります。 
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ウ 施策の具体的展開 

(ｱ) 認知症に対する正しい理解の普及・啓発とやさしいまちづくりの推進 

〔認知症の人、家族、地域住民の理解促進〕 
○ 認知症に対する正しい理解を持つ認知症サポーター*の養成や活用、サポ 
ーター養成講座の講師役となるキャラバン・メイト*の養成、さらには認知 
症メモリーウオーク*等、世界アルツハイマーデー及び月間*におけるオレン 
ジライトアップ*などの取組を通じて、より多くの県民、企業等に認知症に 
関する正しい知識と理解を広めるための普及啓発を進めます。 

○ 行政や保険者による健康診断等の自覚症状・セルフチェック項目に、初期 
症状の把握等、早期発見のための項目を盛込むことを検討するとともに、早 
期受診につながるよう、受診可能な医療機関等の情報収集・整理及び情報提 
供の促進を図ります。 

○ 認知症の人や介護者に対し、地域包括支援センターと連携した家族交流会 
や若年・本人のつどいを開催し、認知症の知識、精神面での支援等を図りま 
す。 

〇 認知症と思われる初期の段階から、心理面、生活面の支援として、地域に       

おいて、認知症の人の悩みや家族の身近な生活支援ニーズ等に対し、認知症 
サポーターが中心となり、コーディネーターやかかりつけ医、初期集中支援 
チームなど関係機関と連携しながら、支援をつなぐ仕組みであるチームオレ 
ンジを県内市町村で整備が進むよう支援し、認知症になっても安心して暮ら 
し続けられる安全な地域づくりの推進を図ります。 

 
(ｲ)  認知症予防の推進 

〔介護予防、自立支援及び重度化防止の推進〕 

○ 市町村が行う介護予防、自立支援及び重度化防止の取組を支援するため、 

先進的な取組を集積し、情報提供や研修会を行います。 
             また、介護予防市町村支援検討会議により予防事業の評価・推進を図りま 

す。 
○ モデル市町村に対し、アドバイザーを派遣し介護予防のための地域ケア 
個別会議の立ち上げを支援します。 

             このモデル的な取組で得られた成果を基に、効果的な介護予防が実施され 
るよう、市町村支援に努めます。 

○ 市町村の一般介護予防事業を総合的に支援できるリハビリテーション職 
を育成するための研修を行います。 

○ 認知症の早期発見・早期対応に向け、認知症の人や家族が認知症に気付 
くきっかけの一助とするため、認知症チェックリストの普及啓発を行いま 
す。 
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〔介護予防の推進に資する人材の養成〕 

○ 生活習慣病予防対策として重要な特定健診・特定保健指導に従事する人 
材を育成するため、研修会を行います。 

○ 第４次食育推進計画に基づき、高齢期の生活習慣病や低栄養予防、健康 
づくりのための食育を推進するため、高齢期の食育に携わる専門職及び地 
域ボランティアの人材育成を行います。 

 

〔健康づくりと認知症予防の普及啓発〕 

○ 要介護・要支援にならないよう、早期からの予防につながるロコモティ 

ブシンドローム（運動器症候群）等の予防や、口腔ケアの大切さと口腔の 

状態と健康との関係に関する知識等について、ホームページ等を活用した 

普及啓発を行います。 

 
(ｳ) 早期診断と適切な医療・介護連携体制の整備、多職種協働の推進 

〔かかりつけ医、認知症サポート医の診療体制の整備〕 
○ かかりつけ医に対して認知症診断の知識・技術等を習得するための研修 
会を開催し、早期の段階において適切な対応が図られるよう支援します。 

○ 認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医への助言・支援を行うととも 
に、専門医療機関や市町村等との連携の推進役となる認知症サポート医を、 
県医師会と連携しながら養成し、認知症の早期発見・早期治療等の医療体 
制の充実を図ります。 

 
〔多職種のネットワークや継続的で一貫した相談支援体制の構築〕 
○ 認知症の人の支援も含めた包括的な支援体制を構築するため、地域包括 
支援センターの機能強化等を図ります。 

○ 専門医療相談や、鑑別診断とそれに基づく初期対応、合併症や行動・心 
理症状（ＢＰＳＤ）への急性期対応、かかりつけ医への研修、地域包括支 
援センターや介護サービス事業所等と連携した生活支援等を行う認知症疾 
患医療センターについて、二次保健医療圏に１か所以上の配置を図り、相 
談・支援体制の充実を図ります。 

○ 認知症支援に携わる様々な専門職が、支援に必要な情報を共有しながら、 

必要に応じて助言依頼・意見交換なども行うことができ、県内全域で利用 

可能なツールとして作成した「千葉県オレンジ連携シート」を普及させ、 

地域の保健医療・介護関係者の連携を図ります。 
○ 地域における認知症支援体制の構築を推進するために、認知症施策の推 

進役、また、認知症の人の医療・介護等の支援ネットワーク構築の要役と 

して、地域の実情や課題に応じた活動を行っている「認知症地域支援推進 

員」及び「認知症コーディネーター」の活動充実を図ります。また、「認知 
症地域支援推進員」と「千葉県認知症コーディネーター」が医療・福祉・ 
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介護・行政等の関係者と協力しながら、関係者のネットワーク構築や調整、 
地域資源情報の提供などを行うことができるよう資質の向上を図ります。 

○ 複数の専門職が認知症と思われる人、または認知症の人やその家族を訪 
問し、観察・評価等の初期支援を包括的・集中的に行う「認知症初期集中 
支援チーム」や、地域ごとに作成される認知症の容態に応じた適切なサー 
ビス提供の流れである「認知症ケアパス」等が有効に機能するよう市町村 
を支援します。 

○ 認知症の人とその家族の支援には、様々な専門職による連続的かつ包括 
的な支援が必要であることから、各専門職の研修の実施を進めます。 

 
〔中核症状、行動・心理症状（ＢＰＳＤ）への対応〕 
○ 中核症状の進行抑制やＢＰＳＤの出現予防、緩和を図り、適切な医療や 
ケアの提供及び環境調整が行われるよう、医療体制の充実を図るとともに、 
医療や介護サービス等の効果的な組み合わせによる支援体制づくりを進め 
ます。 

○ アルツハイマー型認知症の場合、中核症状については、適切な薬物療法 
により、記憶力低下の進行を遅らせることが可能と言われており、早期発 
見・早期診断が重要なため適切な診療を早期から受けられるよう、認知症 
の人・家族を始め関係者に対する普及・啓発を進めます。 

            またＭＣＩや、認知症の初期段階におけるリハビリテーションが有効と 
   されていることから、認知症の人の生活情報を重視した多職種協働による 
   リハビリテーションの普及等の施策を検討します。 

○ ＢＰＳＤについては、地域のかかりつけ医等による外来診療や往診によ 
る投薬管理を含めた適切な医療を提供することにより、その軽減を図るこ 
とができると言われており、認知症の人・家族をはじめ関係者に対する普 
及・啓発や研修の充実を図ります。 

○ また、ＢＰＳＤは、環境調整を行ったり、ケアの対応を変えたりするこ 
とで症状が大きく改善されると指摘されており、認知症の人を中心にとら 
えた課題分析とケアが実践され成果を挙げているため、認知症の人に関わ 
る多職種のスタッフがこれらの手法を活用し、ＢＰＳＤを重症化させない 
予防的な取組に係る施策を推進します。 

 
〔激しい行動・心理症状（ＢＰＳＤ）を伴う認知症患者への対応〕 
○ 激しいＢＰＳＤは、３か月程度で軽快することが多いと言われているた 
め、医療機関と介護施設の連携体制の構築を支援するとともに、退院時の 
一時的な受入先としての施設機能の検討や、施設職員の認知症対応能力の 
向上を図り、早期在宅復帰を促進します。 
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(ｴ)  認知症支援に携わる人材の養成 

〔認知症への対応〕 
○ 多職種のスタッフが連携してチーム支援を行えるよう、人材の養成や、 
病院・施設内等において活動しやすい環境づくりを促進します。 

○ 早期の段階における診断、治療と適切な対応が図られるよう、認知症サ 
ポート医の養成及びかかりつけ医、病院勤務の医療従事者、歯科医師・薬 
剤師・看護職員（病院勤務以外も含む）向け認知症対応力向上研修を行い 
ます。 

 
〔身体合併症（行動・心理症状（ＢＰＳＤ）を伴う場合を含む）への対応〕 
○ 精神科リエゾンチームによる診療協力など、身体合併症の治療を行う医 
療機関と、ＢＰＳＤの治療を行う医療機関が連携を図り、役割分担しなが 
ら治療に当たることのできる体制の構築を促進します。 

 
(ｵ) 認知症の人やその家族への支援 

〔認知症の人やその家族の視点の重視〕 
〇 認知症の人の声の発信支援と、認知症の人やその家族の視点を重視し、 

認知症施策の企画・立案等に反映します。 
 

〔認知症の人やその家族への支援〕 
○ 在宅においては認知症の人の最も身近な家族など、介護者の精神的身体 
的負担を軽減する観点からの支援や、介護者の生活と介護の両立を支援す 
る取組を推進します。 

○ 地域の実情に応じて、認知症の人が集まる場や認知症カフェなどの認知 
症の人やその家族が集う取組について市町村へ普及を促進します。 

○ 「ちば認知症相談コールセンター*」を設置し、電話相談に加え面接相談 
を実施します。また、当事者同士で悩みを共有し、認知症の人やその家族 
に対して認知症に関する知識を提供したり、精神面での支援を行う、本 
人・家族交流会を開催します。 

 
〔終末期における看取りの支援〕 
○ 認知症の人の痛みや苦痛の感じ方、経管栄養等の医療行為の意味、どこ 
まで医療行為を行うか、その医療行為がその後の経過にどのような影響を 
及ぼすか等について十分に患者やその家族に情報提供することも含め、患

者の意思決定や看取りの支援を行う医療機関と看護・介護従事者等による

連携体制の構築を支援します。 
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(ｶ)  若年性認知症施策の推進   

〔若年性認知症の人やその家族への支援〕 
○ 当事者とともに医療、介護、福祉、雇用の関係者が連携するネットワー 
クの充実を図ります。 
また、市町村と連携し、症状の進行に応じて若年性認知症の人やその家 

族が利用できる制度や地域資源の情報の整理を進めます。 
○ 若年性認知症支援コーディネーター*を配置し、若年性認知症に関する相 
談窓口を設置して、支援体制を整えます。 

 
エ 評価指標 

〔基盤（ストラクチャー）〕 

指  標  名 
現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和８年度） 

チームオレンジ設置市町村

数 
１７市町村 ５４市町村 

認知症サポーター数 ６０４，２３１人（累計） ７５３，０００人（累計） 

キャラバン・メイト数 ４，８４５人（累計） ５，５６０人（累計） 

認知症初期集中支援チーム

フォローアップ研修修了者

数 

３８４人（累計） ７５０人（累計） 

認知症サポート医の養成人

数 
６００人（累計） ７２０人（累計） 

かかりつけ医認知症対応力

向上研修修了者数  
１，４２３人（累計） １，８３０人（累計） 

病院勤務の医療従事者向け

認知症対応力向上研修修了

者数 

４，５８１人（累計） ６，１８１人（累計） 

病院勤務以外の看護師等に

対する認知症対応力向上研

修修了者数 

１６６人（累計） １，１２０人（累計） 

歯科医師認知症対応力向上

研修修了者数  
１，１７７人（累計） １，５５０人（累計） 

薬剤師認知症対応力向上研

修修了者数  
１，７０２人（累計） ２，４５０人（累計） 

看護職員認知症対応力向上

研修修了者数 
４３５人（累計） １，０７５人（累計） 
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指  標  名 現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和８年度） 

認知症カフェ実施市町村数 ４９市町村 ５４市町村 

ちば認知症相談コールセン

ターの電話相談件数・面接

相談件数 

１，１５０件 １，３1０件 

若年性認知症支援コーディ

ネーターによる相談件数 ６２２件 ６５０件 

認知症地域支援推進員研修

修了者数 
８２人（累計） ４４０人（累計） 

認知症介護実践研修受講者

数（千葉市を除く。） 
５，４５４人（累計） ６，３８２人（累計） 

認知症専門職における多職

種協働研修受講者数 
１２８人 １５０人 

「千葉県オレンジ連携シー

ト」の使用枚数 
２９９枚 ６５０枚 

 
〔過程（プロセス）〕 

 
〔結果（アウトカム）〕 

指  標  名 
現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和８年度） 

高齢者が安心して暮らせる

高齢者施策についての県民

の満足度 

１１％ ３５％ 

 

指  標  名 
現状 

（令和４年度） 

目標 

（令和８年度） 

チームオレンジのチーム数 ６９チーム １４０チーム 

認知症疾患医療センターの

鑑別診断件数 
（千葉市を除く。） 

３，３５２件 ３，９５０件 

本人・家族交流会の参加者

数 ２６３人 ３４０人 

若年性認知症カフェへの参

加者数 １５０人 １７０人 
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図表 5-1-2-5-2-2 ステージごとの施策検討の方向性 
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図表 5-1-2-5-2-3 認知症疾患医療センター 

R5.4.1 現在 

 

千葉大学医学部 

附属病院（千葉市） 

H24.4.1 千葉市指定 

千葉市

銚子市 市
川
市 船橋市 

館山市 

木更津市

松戸市 
香取市 

茂原市 

佐倉市 

東金市 

匝瑳市 
習志野市 

勝浦市

市原市

八
千
代
市 

我孫子市 

鎌ケ谷市 

君津市 
富津市 

浦安市 四街道市 

袖ケ浦市 

八
街
市 

白井市 
酒々井町 富

里
市 

栄町

神崎町

多古町

東庄町 

大網白里市九十九里町

横芝光町 
芝山町 

一宮町 睦沢町 
長生村 

白子町長柄町 
長南町

大多喜町 
いすみ市 

御宿町 
鋸南町 

山武市

旭市 

成田市

柏市 

野田市 

鴨川市 
南房総市 

流
山
市 

浅井病院 

（東金市） 

H24.12.7指定 

千 葉 

印 旛 香取海匝 

東葛北部 

東葛南部 

山武長生夷隅 

市 原 

君 津 

安 房 

印西市 

日本医科大学 

千葉北総病院（印西市） 

R2.4.1 指定 

旭神経内科 

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院

（松戸市） 

H25.7.4 指定 

袖ケ浦さつき台 

病院（袖ケ浦市） 

H23.2.15 指定 

東条メンタルホスピタル

(鴨川市) 

H25.11.15 指定 

千葉病院(船橋市) 

H26.10.1 指定 

八千代病院(八千代市) 

H26.10.1 指定 

千葉労災病院 

（市原市） 

Ｈ28.1.18 指定 

国保旭中央病

院(旭市) 

H27.10.1指定 

北柏リハビリ総合病院

(柏市) 

H29.7.1 指定 
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（６）救急医療（病院前救護を含む） 

ア 施策の現状・課題  

(ｱ)  病院前救護 

救急車の適正利用や救急医療機関の負担軽減等のための電話相談や、救 

急患者が医療機関へ搬送されるまでの間に適切な処置が受けられるよう、 

メディカルコントロール＊体制、県民による一次救命処置＊（ＢＬＳ）とり 

わけＡＥＤ＊の普及啓発、医療機関への迅速な搬送手段であるドクターヘ 

リ＊及びドクターカー＊について整備を図っています。 

 

〔救急安心電話相談事業〕 

軽症＊であっても二次や三次の救急医療機関を受診する患者が多く、本来の救 

急患者の診療に支障をきたすこともあることから、救急医療体制の体系的仕組 

みや適正な利用方法について普及啓発を図ることが必要です。 

県では、緊急性の高い潜在的な急病傷病者の早期受診の促進、症状の緊急性  

や救急車の要否について判断に悩む県民に対し、医学的見地から適切に助言す 

るため、平成１７年度から実施しているこどもを対象とした小児救急電話相談 

事業＊に加え、平成２９年度から大人を対象とした救急安心電話相談＊を実施し 

ていますが、相談時間の延長（２４時間化）について、関係機関から要望が寄せ 

られているところです。 

 

〔メディカルコントロール体制〕 

救急現場から医療機関までの搬送体制の強化や救急救命士＊を含む救急隊員 

が行う応急処置等の質の向上など、病院前救護＊体制を充実するため、千葉県で 

は平成１４年１１月から千葉県救急業務高度化推進協議会を設置し、全県的な 

メディカルコントロール＊体制について協議・調整を行っています。 

なお、本県については、県内１０地域に地域メディカルコントロール＊協議会 

が設置されています。 

消防機関による傷病者の搬送及び医療機関による受入れが適切かつ円滑に行 

われるよう、「傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準＊」（以下「実施基準」 

という。）を平成２３年度から運用しています。掲載内容については、適宜、見直 

しを行っています。 

救急救命士＊は、救急診療を要する傷病者が入院に移行するまで（救急外来ま 

で）心肺停止状態などの重篤な傷病者に対し、医師の具体的な指示のもと、静脈 

路確保、気管挿管、薬剤投与などの救急救命処置を行うことができ、救命率の向 

上に大きな役割を果たしています。 

なお、医療機関で働く救急救命士＊においても、業務の質を担保する仕組みと 

して、救急救命士＊に対する研修と、研修体制等を整備する委員会の設置が義務 

付けられたことから、医療機関に所属する救急救命士＊も含めた、救急救命士＊の 

技術・質の向上を図る等、地域のメディカルコントロール＊体制の一層の充実強 

化が必要です。 

また、心肺停止傷病者の心肺蘇生を望まない事案等への対応として、アドバン 

ス・ケア・プランニング＊（ＡＣＰ）を含め、自らの意思に沿った救急医療を受け 

られる環境整備について検討する必要があります。 

 

〔ＡＥＤ〕 

心肺機能停止患者の救命には、第一発見者など県民による速やかな一次救命 
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処置（ＢＬＳ）が重要であり、これを踏まえ平成２９年４月に「千葉県ＡＥＤの 

使用及び心肺蘇生法の実施の促進に関する条例」が施行されました。ＡＥＤ使 

用率は、条例施行前である平成２８年の５．４％以降、令和元年の６．３％まで 

上昇しましたが、令和２年には４．６％と一時低下しました。その要因としては 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響も推測されるところですが、その 

後、令和３年に再び５．２％まで上昇しました。引き続きＡＥＤの使用率を上昇 

させるため、心肺蘇生法等の応急処置に関する知識や技術、ＡＥＤの使用方法 

に関する更なる普及啓発が必要です。 
 

〔ドクターヘリ及びドクターカー〕 

医師等が現場に急行し、速やかな救命医療の開始と高度な医療機関への迅速 

な収容により、重篤患者の救命率の向上及び後遺症の軽減を図ることを目的に、 

ドクターヘリ＊を日本医科大学千葉北総病院（平成１３年１０月から）と、国保 

直営総合病院君津中央病院（平成２１年１月から）に配備しており、その出動

件数は増加傾向にあります。 

また、救急患者の救命率向上を目的に、救急現場及び搬送途上で応急処置を 

行うドクターカー＊が、救命救急センター＊のうち１３箇所に整備されています。 

さらに、医師をいち早く現場に到着させ、速やかに治療を開始することを目 

的としたラピッドカー＊が、３箇所に整備されています。 

これらのドクターカー＊については、厚生労働省が実施した調査に基づき作成 

されたマニュアルを参考にしながら、救急医療提供体制の一部として、より効 

果的に活用する必要があります。 

 

〔救急搬送件数の増加〕 

本県の救急搬送人数は、平成２３年に２５４，６２１人でしたが、令和３年に 

は２７５，９８３人（約７．７％増）を数えるなど増加傾向にあります。中でも 

高齢者（満６５歳以上）についてみると、平成２３年には１２１，５９１人でし 

たが、令和３年には１６４，４８８人となっており、この１０年間で 

４２，８９７人（約３５．３％）増加しています。 

令和３年における救急搬送人数の約５９．６％を高齢者が占めており（平成 

２３年：約４７．８％）、急速な高齢化に伴い、この傾向は一層強まることが予 

想されます。 

１１９番通報から医療機関に収容するまでの平均時間は、令和３年で 

４９．７分と依然として長時間であり、救急搬送時間を短縮するための対策が 

喫緊の課題となっています。 

また、千葉県における搬送困難事例（受入交渉回数５回以上又は現場滞在時 

間３０分以上）の割合は、増加傾向にあります。この搬送困難事例を減らすた 

め、県内の搬送困難の原因を詳細に把握分析し、消防機関や医療機関といった 

関係機関と連携を図っていくことが必要です。長時間搬送先が決まらない救急 

患者を一時的であっても受け入れる医療機関を確保する搬送困難事例受入医療 

機関支援事業を千葉保健医療圏において実施しています。 

さらに、救急隊と二次及び三次救急医療＊機関との間における迅速な搬送先の確 

保及び救急患者の円滑な搬送を図るため、救急医療機関の応需情報＊の集約化と 

情報提供及び救急隊と医療機関との間で患者搬送支援の調整を行う救急コー 

ディネーターを香取海匝地域に配置しています。 

救急患者を迅速かつ適切な医療機関へ搬送する一助として、消防機関及び医 
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療機関に救急医療機関等が入力した応需情報＊を提供するちば救急医療ネット＊ 

を運用しています。 

また、消防機関から複数の救急医療機関に一斉に搬送調整を行う救急医療等 

業務支援システム＊（救急搬送一斉照会システム）を令和６年度末まで試行運 

用しています。 

 

 

図表 5-1-2-6-1 千葉県の救急搬送人員の推移 

 

資料：救急・救助の現況（消防庁） 

 

図表 5-1-2-6-2 千葉県の救急搬送時間の推移 

 

資料：救急・救助の現況（消防庁） 

(ｲ) 救急医療（初期～三次） 

救急患者が症状の程度に応じて適切な医療が受けられるよう、初期診療 

を行い、手術や入院治療が必要な救急患者を二次救急医療＊施設に転送す 
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る役割を受け持つ初期救急医療＊、入院や手術を必要とする救急患者に対 

処するための後方医療施設である二次救急医療＊、重篤救急患者に対して 

迅速な救命医療を提供する三次救急医療＊と、体系的な整備が図られてい 

ます。 

 

〔初期救急医療体制の推進〕 

初期救急医療＊体制については、市町村等が地区医師会の協力を得て行う在宅 

当番医制＊（１７地区）や夜間休日急病診療所＊（２２箇所）により実施してい 

ます。歯科については歯科急病診療所＊（１３箇所）により実施しています。 

 

〔二次救急医療体制の充実〕 

二次救急医療＊体制については、千葉県が認定する救急病院・救急診療所（救 

急告示医療機関＊）や地域内の病院群が共同連帯して、輪番制方式により休日・ 

夜間等における救急患者の診療を受け入れる病院群輪番制＊（１９地区）により 

実施しています。 

 

〔三次救急医療体制の整備〕 

三次救急医療＊体制については、２４時間応需体制の救命救急センター＊ 

（１５箇所）を整備しています。そのうち、千葉県総合救急災害医療センターと 

順天堂大学医学部附属浦安病院は、広範囲熱傷、指肢切断等の特殊疾病患者に対 

する救命医療を行うために必要な診療機能を有する「高度救命救急センター＊」 

に認定されています。 

本県独自の制度として、人口規模の大きな保健医療圏及び面積規模の大きな保 

健医療圏等において、三次救急医療＊機関の補完的役割を果たす救急基幹セン 

ター＊が４箇所整備されています。 

令和３年の救急隊による救急患者の搬送人員２７５，９８３人のうち、死亡 

患者は、約１％、重症＊患者は約７％、中等症＊患者は約４７％、入院を必要と 

しない軽症＊患者が約４５％を占めています。 

また、搬送された救急患者が救急医療用の病床を長期間使用することで、救 

急医療機関が新たな患者を受け入れることが困難になる、いわゆる救急医療の 

「出口の問題」が指摘されていることから、例えば、救命救急医療機関と関係機 

関との連携強化、民間救急の活用、地域医療構想による病床機能の分化・連携及 

び救命救急センター院内における連携体制の強化などを行い、高次の医療機関 

からの必要な転院搬送を促進することが求められています。 

 

イ 循環型地域医療連携システムの構築 

効果的、効率的な救急医療の充実を図るため、救急医療の循環型地域医療 
連携システム＊では、軽い症状の患者が自ら受診する「初期救急医療＊機関」 
から中等症＊の場合に搬送される医療機関として「二次救急医療＊機関」、重 
症＊な場合に搬送される「三次救急医療＊機関」とその機能の一部を補完する 

「救急基幹センター＊」に速やかに移行できるよう、機能分担と連携の明確 
化を図ります。 
高度で全県的な対応が可能な医療機関を全県（複数圏域）対応型救急医療 

連携拠点病院＊として位置づけ、救命救急センター＊等と連携し、県内の救急 

医療水準の向上に取り組んでいきます。 
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医師の判断を直接救急現場に届けられるようにするためのホットライン 
や、救急医療機関と消防機関をオンラインで結ぶ、ちば救急医療ネット＊等 
の活用を図ることで、関係機関の緊密な連携・協力関係を確保しています。 
さらにドクターヘリ＊やドクターカー＊を積極的に活用することにより、患 

者の救急医療施設への迅速・円滑な収容に努めています。 
救急対応医療機関とリハビリテーション対応医療機関、地域のかかりつけ 

診療所＊等が、それぞれの機能に応じた役割分担に基づき、連携を強化する 

ことにより、効果的な救急医療体制の整備を進めています。 
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ウ 施策の具体的展開 

(ｱ)  病院前救護 

〔救急医療の適正利用についての普及啓発〕 

〇 救急医療体制の仕組みとその適正な利用方法について、引き続き普及啓発 

に取り組んでいきます。 

〇 傷病の緊急度に応じた適切な救急対応について相談に応じる救急安心電 

話相談＊事業と小児救急電話相談事業＊の周知に努めるとともに、２４時間 

化を含めた相談時間の更なる延長について、県民や関係機関のニーズを踏 

まえつつ検討を進めていきます。 

〔メディカルコントロール体制の強化〕 

〇 救急業務の高度化を図るため設置している、「千葉県救急業務高度化推進 

協議会」と地域メディカルコントロール＊協議会の活動を推進します。 

〇 救急救命士＊の技術向上のため、研修への参加の促進や、病院実習を受け 

入れる医療機関の体制整備を図ります。また、メディカルコントロール＊に 

従事する医師の資質向上を図るための研修への参加を促進します。 

〇 医療機関で働く救急救命士における特定行為＊の認定等について検討を 

進めていきます。 

〔傷病者の搬送及び受入れの実施に関する基準の活用等〕 

○ 関係機関への詳細な調査を踏まえ、実施基準の継続的な見直しを行い、 

消防機関による傷病者の搬送及び医療機関による受入れが適切かつ円滑に 

行われるよう努めます。 

〔応急処置に関する知識・技術の普及〕 

○ 心肺蘇生法等の応急処置に関する知識や技術、ＡＥＤ＊の使用方法に 

ついて一層の普及啓発に努めるとともに、ＡＥＤ＊の公共施設への設置を 

推進し、更にＡＥＤ＊設置の必要性を民間事業者に働きかけます。 

○ また、官民を問わず県内にあるＡＥＤ＊の設置場所をより簡便に把握でき 

るよう、地図情報にＡＥＤ＊の設置場所等（施設名・住所・取付位置・使用 

可能な日時等）の情報を提供します。 

〔ドクターヘリ及びドクターカーの活用〕 

○ 医師等が現場に急行して速やかに救命医療を開始し、医療機関に迅速に 

搬送できる医療体制を確保するため、日本医科大学千葉北総病院及び国保 

直営総合病院君津中央病院に配備されたドクターヘリ＊の効率的な活用や、 

ドクターカー＊運行マニュアルの関係機関への周知等によるドクターカー ＊の 

活用に努めます。 

〔救急車の適正利用等〕 

○ 搬送件数が増加している救急車の適正利用について、引き続き普及啓発 

に取り組むとともに、民間の搬送事業者等の利用を促進します。 
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〔搬送困難事例への対応〕 

○ 千葉医療圏において実施している搬送困難事例受入医療機関支援事業の 

効果や課題を検証し、他保健医療圏への拡大を検討します。 

○ 救急搬送実態調査＊等を活用し、県内の搬送困難事例の把握分析に努めま 

す。 

〔救急医療情報の提供〕 

○ ちば救急医療ネット＊を通じて、県民に対し、検索機能による医療機関情

報や、在宅当番医療機関、夜間等の急病診療所情報等の提供を行います。 

〔救急搬送の支援〕 

○ 救急医療機関が応需情報＊等を提供するちば救急医療ネット＊及び救急隊 

から複数の救急医療機関あてに一斉に患者情報の伝達と受入可否の照会が 

できる救急医療等業務支援システム＊（救急搬送一斉照会システム）につい 

て、有効性を検証し、機能改善等を行うことで、救急搬送を支援し、救急隊 

と医療機関間の情報共有の円滑化を図ります。 

 

(ｲ)  救急医療（初期～三次） 

〔初期救急医療体制の推進〕 

○ 初期救急における現状を把握し、夜間休日急病診療所＊や在宅当番医制＊ 

による診療体制の充実・強化に努めます。 

〔二次救急医療体制の充実〕 

○ 二次救急医療＊体制の充実及び三次救急医療＊体制への支援を強化する 

ため、病院群輪番＊制に参加している救急病院、救急診療所について、施設 

整備や設備整備を行うなど、輪番に参加している医療機関の医療提供体制 

の充実を図るとともに、初期救急医療＊機関の後方待機医療機関として、そ 

の確保に努めます。 

〔三次救急医療体制の整備〕 

○ 救命救急センター＊の施設・機能の充実・強化及び運営の円滑化を図ると 

ともに、地域の救急医療の現状を踏まえ、必要に応じて、更なる救命救急 

センター＊の設置等の検討を行ってまいります。 

○ 三次救急医療＊機関の機能を補完する救急基幹センター＊について、地域 

の救急医療の現状を踏まえ、必要に応じて、更なる救急基幹センター＊の設 

置等の検討を行うとともに、機能の充実・強化に努めます。 

 

〔転院搬送の促進〕 

○ 急性期を脱した患者の転床・転院の調整を行う救急患者退院コーディネ 

ーター＊の配置等、円滑な転院搬送のために、広く地域における医療機関の連 

携・調整の促進に努めます。 
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エ 施策の評価指数 

 

〔基盤（ストラクチャー）〕 

指  標  名 現状 目標 

救命講習等受講者数 
約７９，０００人 

（令和４年度） 

約１３１，０００人 

（令和１１年度） 

情報提供の対象となってい

るＡＥＤ＊の台数 

７，７９０台 

（令和５年度） 

８，１００台 

（令和１１年度） 

救急安心電話相談＊件数 
３８，２５３件 

（令和４年度） 

５０，０００件 

（令和１１年度） 

ドクターヘリ＊の出動件数 
１，５３１回 

（令和４年度） 

１，６５０回 

（令和１１年度） 

ちば救急医療ネット＊の検

索機能実施件数 

７７，７９９件 

（令和４年度） 

８３，０００件 

（令和１１年度） 

医療施設従事医師数 

（救急科）（人口１０万対） 

３．６ 

（令和２年） 

５．６ 

（令和１０年） 

 

〔過程（プロセス）〕 
指  標  名 現状 目標 

心肺停止状態で見つかった

者（心原性＊、一般市民の目

撃者有り）のＡＥＤ＊使用率 

５．３％ 

（令和３年） 

１０.０％ 

（令和１１年） 

救急隊覚知＊からの医療機

関等収容所要時間の平均 

４９．７分 

（令和３年） 

４２．８分 

（令和１１年） 

救命救急センター＊充実段

階評価Ｓ割合 

２８.６％ 

（令和４年） 

４０.０％ 

（令和１１年） 

 

 

 

〔成果（アウトカム）〕 
指  標  名 現状 目標 

心肺停止状態で見つかった

者(心原性＊、一般市民の目

撃者有り）の 1 ヵ月後の生

存率 

１２．４％ 

（令和３年） 

２０．０％ 

（令和１１年） 
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図表 5-1-2-6-3 千葉県内の救命救急センター及び救急基幹センター 
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（７）災害時における医療 

ア 施策の現状・課題 

(ｱ)  総論 

平成２３年３月に発生した東日本大震災では、広範囲に渡る被害に 

より、ライフラインの途絶や燃料の不足、医薬品等の物資の不足など 

によって、医療機関の診療機能へ影響がありましたが、これらの情報 

を災害医療に携わる関係者で共有することが困難でした。 

また、東日本大震災では、阪神・淡路大震災のような外傷や挫滅症 

候群＊等の傷病者への救命医療ニーズが少なかった一方、津波災害によ 

り医療機関に甚大な被害が生じたため、災害発生以後、数ヶ月単位の 

中長期にわたり、慢性疾患への対応を中心とする医療や介護等の支援 

の必要性が生じ、そのため多くの医療救護班が現地に派遣されたにも 

かかわらず、医療救護班の派遣調整体制が十分でなかったなどといっ 

た課題が認識されました。 

北海道胆振東部地震ではエリア全域に大規模停電（ブラックアウト） 

が発生し、概ね全域に供給ができるまでに４５時間程度を要したこと 

から、大規模地震の発生する可能性を考慮し、非常用電源設備の整備 

や燃料の備蓄など、大規模停電時においても最低限必要な医療を提供 

できる体制を確保する必要があります。 

令和元年房総半島台風では、本県でも大きな被害が生じたところで 

すが、対応の長期化を想定した職員交代体制の構築、迅速な支援に繋 

げることができるような情報収集・共有方法等といった課題が認識さ 

れました。 

本県については、阪神・淡路大震災のような外傷等に対する救命医 

療、あるいは東日本大震災のような中長期にわたる慢性疾患への対応 

のいずれの事象についても発生する可能性があります。 

近年においては大規模停電時の対応や、情報の収集・共有方法など、 

新たな課題も見受けられることから、災害時においては様々な事態を 

想定し、円滑な医療提供が行える体制を整備する必要があります。 

大規模災害時においては大勢の死傷者が生じ、交通網、通信網、電 

気、ガス等のライフラインが途絶するなど、県民生活に大きな混乱を 

引き起こすことが想定される中で、迅速な医療救護活動を行い、被災 

者への適切な救護・救援活動を行うことが重要です。 

 

〔災害医療体制の整備〕 

千葉県では大規模災害の発生に備え、千葉県地域防災計画、千葉県災害医 

療救護計画等を策定し、災害時の医療救護体制を定めています。また、茨城 

県、埼玉県、さいたま市、千葉市、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市及び 

千葉県の９都県市において広域医療連携マニュアルを定め、広域的な医療連 

携を図ることとしています。 

 

〔災害拠点病院等の整備〕 

災害時においては、多くの医療機関の機能が停止又は低下することが予想 

されることから、被災地からの重症患者の受入機能、災害派遣医療チーム＊ 

（以下「ＤＭＡＴ」という（県が養成するＣＬＤＭＡＴを含む）。）等の派遣 

機能等を備え、広域的な医療活動の拠点となる災害拠点病院＊（２７箇所） 
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を指定しています。災害拠点病院＊では、被災地へのＤＭＡＴ等の派遣、負 

傷者の受入などにおいて、災害時医療の中核として活動することとしていま 

す。 

災害時における精神科医療の必要な患者の受け入れや多数の患者を搬送 

する際の一次集積の対応、災害派遣精神医療チーム＊（以下「ＤＰＡＴ」とい 
う。）の受入れ及び派遣を行い、ＤＭＡＴ等と協働して災害精神医療に関す 
」る中心的な役割を果たす災害拠点精神科病院＊として、令和５年１１月に 
県救急災害総合医療センターを指定しています。 

災害時において、災害拠点病院＊とともに患者の受入れを行う救急病院（救 

急告示病院、病院群輪番制病院）１６０箇所（令和５年４月１日時点）を災 

害医療協力病院＊としています。 

 

〔ＤＭＡＴや医療救護班等の体制整備〕 

被災地で救急治療等に対応できる機動性を備え、専門的なトレーニング 

を受けたＤＭＡＴ等の派遣を要請し、被災地内におけるトリアージ＊や救命 

処置、患者を近隣・広域へ搬送する際における必要な観察・処置、被災地 

内の病院における診療支援等の救護活動を実施することとしています。 

災害拠点病院＊の他、千葉県医師会、千葉県歯科医師会等の医療関係機関 

との間で締結している災害時の医療救護活動に関する協定書に基づき、救護 

所等への医療救護班の派遣を要請することとしています。 

なお、被災した医療機関における看護業務や避難所の環境整備等を行う災 

害支援ナース＊について、その活動を実践するための体制及び対応方法につ 

いて国が定めた「災害支援ナース＊活動要領」に基づき整備する必要があり 

ます。 

 

〔災害医療コーディネーター等の整備〕 

      「千葉県災害医療コーディネーター＊及び専門調整員設置要綱」に基づき、 

災害時の保健医療提供体制を効率的に調整するため、千葉県災害医療コー 

ディネーター＊及び千葉県地域災害医療コーディネーター＊並びに千葉県災 

害時小児周産期リエゾン＊を設置し、大規模災害時に助言等を求めることと 

しています。 

          また、被災地の医薬品等や薬剤師及び薬事・衛生面に関する情報の把握 

等を目的とした災害薬事コーディネーター＊を整備する必要があります。 

 

〔医薬品等の備蓄体制の整備〕 

各健康福祉センターでは、医療救護活動に必要な応急医療資器材や災害用 

備蓄医薬品を配備しており、被災地内に設置される救護所等に供給すること 

としています。 

 

〔防災訓練の実施〕 

災害時における医療救護活動については、ＤＭＡＴや医療救護班等の派 

遣、重症患者の広域搬送、被災者への情報提供など迅速な対応が求められる 

ことから、平時より医療機関、消防、警察、自衛隊等の関係機関間で協議し、 

災害時におけるそれぞれの役割や連絡体制等を予め決めておくとともに、防 

災訓練等を通じて連携を強化していく必要があります。 
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〔医療施設の耐震化・浸水対策の実施〕 

県内の病院の耐震化率は令和４年９月１日現在で７９．６％と低い状況 

であり、また災害拠点病院＊の一部でも未耐震の建物が存在することから、 

耐震強化の対策を実施することが必要です。 

     また、浸水想定区域又は津波災害警戒区域に所在する施設については、風 

水害が生じた際の被災を軽減するため、止水板等の設置による止水対策や自 

家発電機等の高所移設、排水ポンプ設置等による浸水対策を実施することが 

必要です。 

 

〔業務継続計画（ＢＣＰ）の策定〕 

     すべての医療機関に災害対策マニュアル及びＢＣＰ＊策定が求められてお 

り、県内の災害拠点病院＊についてはＢＣＰ＊策定済みですが、その他の医療 

機関については未策定の機関が存在していることから、ＢＣＰ＊の策定を進 

めることが必要です。 

  

イ 循環型地域医療連携システムの構築 

各医療機関が患者の受入状況、ライフラインの稼働状況等の機能情報を 
「広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）＊」をはじめ、衛星回線や無 

線等の複数の通信手段を用いて情報提供することにより、関係機関間にお 

ける情報の共有化を行い、患者の搬送等迅速に対応できるようにします。 

災害時において、災害拠点病院＊、ＤＭＡＴ、医療救護班、災害支援ナー 

ス＊、医師会（ＪＭＡＴ）、 災害拠点精神科病院＊、ＤＰＡＴ＊、千葉県災 

害リハビリテーション支援関連団体協議会（千葉ＪＲＡＴ）、消防機関、国 

立大学病院等の災害医療に携わる関係者が、相互に連携してそれぞれの役 

割を遂行することができるよう、災害医療本部や救護本部を通じて活動を 

支援します。 

救護所では、緊急搬送を必要とする重症患者等への応急措置、患者のト 

リアージ＊、近隣の災害拠点病院＊や災害医療協力病院＊など、後方医療施 

設への転送の要否及び転送順位の決定、軽症患者等に対する医療、避難所 

等への巡回診療、助産救護等を実施します。 

被災地内の災害拠点病院＊は、外部の災害拠点病院＊から派遣されたＤＭ 

ＡＴ等を受け入れながら、重症患者等の受け入れを行うほか、後方病院へ 

の転送拠点としても機能します。また、被災地においていち早く医療救護 

を実施することができることから、救護所や地域の医療機関へのＤＭＡＴ 

等の派遣を行います。 

被災地外の災害拠点病院＊は、ＤＭＡＴ等を派遣するとともに、被災地 

内の災害拠点病院＊から重症患者を受け入れます。 

千葉県健康福祉部内に災害医療本部を設置した場合には、ドクターヘリ ＊ 

は原則として災害医療本部からの指示により出動することとされており、 

災害時には、医師、看護師等医療従事者の派遣、重症患者の治療及び搬送、 

医薬品等医療資器材の搬送を行います。 
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ウ 施策の具体的展開 

〔災害医療体制の整備〕 

○ 県災害対策本部設置時に、健康福祉部内に県全体の医療対策を統括する 

「災害医療本部」を設置し、被災地域における医療機関や救護所等の状況 

や医療ニーズ等の情報を収集・把握するとともに、ＤＭＡＴや医療救護班 

等の派遣要請及び配置調整、関係機関への支援要請等を行います。 

○ 県災害医療本部内に、県内で活動するすべてのＤＭＡＴ等の指揮及び調 

整を行う「ＤＭＡＴ調整本部」を設置し、県内の病院等の被災情報を収集・ 

把握するとともに、災害拠点病院＊や他都道府県へＤＭＡＴの派遣要請、 

傷病者搬送のため受入病床及び搬送手段の確保等を行います。 

○ 行政機関、医療機関、医療関係団体等が平時から地域における災害医療 

対策について協議する場として、健康福祉センター（保健所）所管区域ま 

たは市単位で「地域災害医療対策会議」を設置します。 

○ 健康福祉センター（保健所）所管区域を単位として、被災地域の救護活 

動を統一的に実施するための活動拠点として「合同救護本部」を設置し、 

被災地内の医療機関や救護所の状況、医療ニーズなどを把握・分析すると 

ともに、派遣された救護チーム等の活動調整や物資等の支援を行います。 

なお、千葉市、東葛北部・南部各市、市原市にあっては市の救護本部で対 

応します。 

○ 医療救護活動を円滑に実施するため、二次医療圏ごとに医薬品や応急 

医療資器材等を備蓄した健康福祉センター等の地域保健医療救護拠点を 

整備します。 

○ 災害時の救護所等における医療救護活動及び被災地外の医療機関にお 

ける支援体制等に関する医療救護マニュアルを整備します。 

 

〔災害拠点病院等の整備〕 

○ 災害時に重症傷病者等の受入れ及び広域医療搬送等に対応するなどの 

医療救護活動の拠点となる災害拠点病院＊の施設・設備整備を図ります。 

○ 被災後、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画（ＢＣＰ＊） 

を整備します。また、整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を 

想定した研修及び訓練を実施し、更なる体制整備を図ります。 

 

〔ＤＭＡＴや医療救護班等の体制整備〕 

○ 大災害等の発生直後の急性期（概ね４８時間以内）に医療救護活動を開 
始できる機動性を持ったＤＭＡＴを確保していますが、今後、すべての災 
害拠点病院＊に複数のチームを整備するなどＤＭＡＴの派遣体制の更な 
る整備を図ります。 

○ 活動地域を千葉県内に限定したＣＬＤＭＡＴ（Chiba Limited DMAT） 

を養成しており、ＤＭＡＴと連携して活動することとしています。 
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○ なお、患者を被災地外に搬送するための広域医療搬送拠点や、拠点内に 

患者を一時収容する航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）＊を迅速に設置 

できるよう、ＤＭＡＴとの訓練を通じて、更なる体制整備を図ります。 

○ 県立病院、日本赤十字社、国立病院機構等において医療救護班を編成す 

る他、災害時の医療救護活動についての協定に基づき、千葉県医師会（Ｊ 

ＭＡＴ）、千葉県歯科医師会、千葉県看護協会、千葉県柔道整復師会、千 

葉県薬剤師会及び災害拠点病院＊に対し、医療救護班の出動を要請するこ 

ととしています。 

〇 災害時、迅速に災害支援ナース＊を派遣する体制を整備するため、各医 

療機関、千葉県看護協会と協議を進めます。 

〇 今後のこれらの医療救護活動の円滑な実施のために、各機関の連携体 

制等の強化を進めます。 

 
〔精神科領域における災害医療体制の整備〕 
〇 精神科領域については、被災地域で活動できる災害派遣精神医療チー 
ム＊（ＤＰＡＴ）の体制整備のため、養成研修・訓練を実施しています。 
災害時には、ＤＭＡＴ等と協働できるよう、各種防災訓練等へも参加し 
ています。 

 

〔災害医療コーディネーター等の整備〕 

〇 千葉県災害医療コーディネーター＊及び千葉県地域災害医療コーディ 

ネーター＊並びに千葉県災害時小児周産期リエゾン＊について、技能維持 

や新たな人材を養成するための研修等を実施します。 

〇 災害時の薬剤師の配置や医薬品等の供給を効率的に調整するため、災 

害薬事コーディネーター＊の整備を進めます。 

 

〔医薬品等の備蓄体制の整備〕 

○ 被災者の救命救急のための初期医療活動に必要な医薬品等を県庁薬 

務課及び各健康福祉センターに備蓄します。 

○ 薬剤師会等の薬事関係団体との連携により、地域ごとの医薬品等の搬 

送・管理体制を充実するとともに、全県的な体制の整備を図ります。 

○ 県及び薬事関係団体が合同で、緊急輸送の実施訓練を行います。 

○ 災害時を想定して、常用薬の名称、用法、用量等を知っておくことの 

重要性や家庭常備薬の必要性を啓発します。また、薬局で交付されるお 

薬手帳は、災害時等に服用薬等の医療情報を適切に伝えられることから、 

お薬手帳の常時携帯等についても併せて啓発します。 

 

〔診療に必要な水・燃料の確保〕 

○ 災害発生により、ライフラインの途絶が長期間となった場合にも、診 

療機能が維持できるよう災害対策本部と連携しながら水（飲用水、診 
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療）用水、生活用水等）・燃料を確保します。 

 

〔防災訓練の実施〕 

○ 災害時における医療救護活動を円滑に行うため、救護所の設置・運営 

訓練、ＤＭＡＴ活動訓練、災害支援ナース＊活動訓練、大規模地震時医 

療活動訓練（航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）＊設置・運営訓練）、 

災害用備蓄医薬品の輸送訓練、重症患者の後方病院搬送訓練、消毒・防 

疫訓練、巡回歯科診療車（ビーバー号）による巡回等総合的な防災訓練 

を実施します。 

 

〔医療施設の耐震化・浸水対策の促進〕 

○ 災害時に負傷者の受け入れ先となる災害拠点病院＊や災害医療協力 

病院＊等について、耐震化を促進します。 

〇 浸水想定区域又は津波災害警戒区域に所在する災害拠点病院＊につ 

いて、風水害が生じた際の被災を軽減するため、止水板等の設置による 

止水対策や自家発電機等の高所移設、排水ポンプ設置等による浸水対 

策を促進します。 

 

〔業務継続計画（ＢＣＰ）策定の促進〕 

〇 厚生労働省の実施するＢＣＰ＊策定研修事業等を活用し、医療機関の 

ＢＣＰ＊の策定を促進します。 

 

〔ＥＭＩＳを活用した収集等〕 

○ 災害発生時における被災地内の医療機関の被災状況、患者転送の要 

請、医療スタッフの要請等に関する情報及び被災地内外の医療機関の 

支援体制等について、「広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）＊」 

を活用し、情報の収集・提供を図るとともに、関係機関における運用体 

制の充実を図っていきます。 

○ インターネットを活用した医療機関や県民への情報提供を推進しま 

す。 

 

〔慢性疾患患者等に対する医療救護体制の整備〕 

○ 人工透析を必要とする慢性疾患患者等の円滑な治療・収容を図るた 

め、対応可能な災害医療協力病院＊を把握するとともに、ＥＭＩＳ＊を 

活用し、患者の迅速な受け入れ体制を確保します。 

 

〔航空機災害に対する医療救護体制の整備〕 

○ 成田空港及び周辺地域において航空機事故が発生した場合、円滑な 

医療救護活動が行われるよう三郡医師会航空機対策協議会、三郡市歯 

科医師会航空機災害対策協議会に対する助成を行います。 
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○ 医療関係機関及び市町村等との連絡体制を整備し、負傷者の広域搬 

送体制の充実を図るなど、航空機災害に対応した医療救護体制の整備 

を進めます。 
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エ 施策の評価指標 

〔基盤（ストラクチャー）〕 

指  標  名 現 状 目 標 

多数傷病症に対応可能な 

スペースを有する災害拠 

点病院の割合 

９２．６％ 

（令和５年度） 

増加 

（令和１１年度） 

災害派遣医療チーム 

（ＤＭＡＴ） 

・チームの数 

・構成員の数 

 

（ＣＬＤＭＡＴ） 

・チームの数 

・構成員の数 

 

 

５１チーム 

３０３名 

（令和５年度） 

 

  １７チーム 

１５１名 

（令和５年度） 

 

 

６０チーム 

３６０名 

（令和１１年度） 

 

  ２７チーム 

２００名 

（令和１１年度） 

災害派遣精神医療チーム 

（ＤＰＡＴ） 

・チームの数 

・構成員の数 

 

 

 

３８チーム 

１７０名 

（令和５年度） 

 

 

５０チーム 

２８０名 

（令和１１年度） 

災害医療コーディネータ

ーの任命者数 

地域災害医療コーディネ

ーターの任命者数 

１１名 

（令和５年度） 

３６名 

（令和５年度） 

２７名 

（令和１１年度） 

増加 

（令和１１年度） 

医療施設（病院）の耐震

化率 

７９．７％ 

（令和４年度） 

増加 

（令和１１年度） 

浸水想定区域や津波災害

警戒区域に所在する病院

において浸水対策を講じ

ている災害拠点病院の割

合 

 

６２．５％ 

（令和５年度） 

 

１００％ 

（令和１１年度） 

広域災害・救急医療情報

システム（EMIS）への登

録率 

１００％ 

（令和４年度） 

現状維持 

（令和１１年度） 
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人工透析を必要とする慢

性病疾患患者を受け入れ

る体制のある災害拠点病

院の割合 

 

７４．０４％ 

（令和５年度） 

 

増加 

（令和１１年度） 

 
〔過程（プロセス）〕 

指  標  名 現状 目標 

被災した状況を想定した災

害実働訓練を実施した病院

の割合 

３２．０７％ 

（令和５年度） 

増加 

（令和１１年度） 
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図表 5-1-2-7-1 千葉県内の災害拠点病院 
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図表 5-1-2-7-2 医療救護活動の体系図 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

被 災 地 
 

救護所等 
（市町村設置） 

 

他県・自衛隊等 
（ヘリコプター等） 

国立病院機構 

日赤千葉県支部 

千葉県医師会 

千葉県歯科医師会 

千葉県薬剤師会 

千葉県病院薬剤師会 

千葉県看護協会 

千葉県柔道整復師会 

千葉県災害リハビリテーシ

ョン支援関連団体協議会 

千葉県赤十字血液センター 
（血液製剤） 

医療ボランティア 
（医師・歯科医師・ 
薬剤師・看護師） 

災害医療協力病院 
（人工透析患者等） 

病院・診療所 

トリアージ 

県外病院 
救命救急センター 
災害拠点病院 等 

政府災害対策本部 

厚生労働省 

九 

都 

県 

市 

県  

災  

害  

対  

策  

本  
部 

県
災
害
医
療
本
部
□
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
調
整
本
部
・
派
遣
救
護
部
・
Ｄ
Ｐ
Ａ
Ｔ
調
整
本
部
□ 

搬送協力要請等 

医療救護班 

派遣要請 

千葉県立病院 
健康福祉センター 

医薬品卸業者（医薬品等） 

受付・登録 

医
療
救
護
班
派
遣 

ボ
ラ
ン
テ
□
ア
派
遣 

重
症
者
の
転
送 

重
症
者
の
搬
送 

災
害
派
遣
医
療
チ
□
ム
□
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
□
及
び
医
療
救
護
班
派
遣 

相
互
応
援 

協
定
に
よ
る 

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）及び医療救護班の派遣要請 

ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ及び

医療救護班の派遣要請 

広域医療搬送 

（SCU 設置） 

患
者
搬
送 

被害状況報告 

（ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ及び医療救護班派遣依頼） 

医
療
資
器
材
の
貸
出 

市町村災害対策本部 

派
遣
要
請 

□
災
害
救
助
法
適
用
□ 被害状況等報告・派遣要請 

他都道府県 

市救護本部※１・合同救護本部※２ 

原則として市町村が実施 

医療救護班 

派遣命令 

災害派遣医療

チーム（ＤＭ

ＡＴ）及び医

療救護班派遣 

※１ 千葉、東葛北部、東葛南部及び市原保健医療圏において、各市で設置する救護本部 

※２ 印旛・香取・海匝・山武・長生・夷隅・安房・君津の各健康福祉センター（保健所） 

所管区域単位で設置する合同救護本部 

健康福祉センター 

（応急医療物資・医薬品等備蓄） 

医
薬
品
等
の
供
給 

災害拠点病院 
・基幹災害拠点病院 ５か所 
・地域災害拠点病院２２か所 

・災害拠点精神科病院 １か所 
・県と協定を締結した病院等 

災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の派遣要請 

災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）派遣 

災
害
派
遣
精
神
医
療
チ
□
ム
□
Ｄ
Ｐ
Ａ
Ｔ
□
派
遣 

県外ＤＰＡＴチームの受入れ 

災
害
派
遣
精
神
医
療
チ
□
ム 

□
Ｄ
Ｐ
Ａ
Ｔ
□
派
遣 

-204-


